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要　旨

末期腎不全患者を支える地域医療連携の現状を明ら
かにする目的で，長崎県透析医会所属施設にアンケー
ト用紙を配布し，慢性透析治療の形態，透析患者の年
齢，透析患者の生活場所，自宅透析患者と入院透析患
者の現況，介護保険利用状況，施設入所透析患者の居
宅形態，透析患者の通院手段についての調査を行った．
他の地域の例にもれず，長崎県においても治療形態と
しては血液透析が大部分を占め，透析患者の高齢化が
顕著であった．
全透析患者の約 2割が “入院および施設入所”中で

あり，自宅を住居とする外来透析患者の 1割以上が独
居であった．介護保険利用透析患者は 65歳以上の透
析患者の 4割以上を占めた．施設入所透析患者の大多
数は介護保険を利用していた．透析施設への通院手段
としては血液透析患者の約 4割がなんらかの送迎を受
けていた．透析患者の高齢化と長期透析患者の増加に
より，合併症の多様化や認知症患者の増加，日常生活
活動度の低下が顕著になっている．10年前と現在の
透析患者像は明らかに性質が異なっており，さらに 10

年後の患者の日常生活活動度の低下はなおさらであろ
う．もはや医療の力だけで透析患者をサポートしよう

とすることは不可能であり，医療と介護の緻密な連携
による新たな地域包括ケアシステムの構築が必要とさ
れている．

はじめに

「2013年末わが国の透析療法の現況」によれば，新
規透析導入患者の年齢は平均 68.7±13.4歳であり，長
期透析患者の増加に伴う維持透析患者の年齢は平均
67.2±12.5歳である．導入患者の高齢化と透析人口の
高齢化は，1993年末～2003年末までの 10年間に比べ
て，2003年末～2013年末までの最近の 10年間ではや
や鈍ってきているとはいえ，この高齢化の流れはとど
まるところを知らない1）．透析患者の高齢化は，生命
予後が諸外国と比較して良好とされているわが国の優
れた腎代替療法の賜物であり，また末期腎不全という
特定疾病に対する医療費の公的助成制度の充実により，
すべての透析患者が低額で腎代替治療を受けることが
できる日本独特の医療システムによる恩恵も主な要因
であると思われる．一方で透析患者の高齢化は，個々
の患者の合併症の増加や多様化を説明するのにたやす
い．
「2010年末わが国の透析療法の現況」では，透析患
者の認知症の合併の有無が調査され報告された2）．“認
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知症合併あり”と回答された患者の割合は透析人口全
体の 9.9％で，そのうちの 5.5％がサポートを必要と
する認知症症例とされており，患者年齢別にみると，
高齢になるにしたがい両者の割合はますます増加して
いた．日常生活活動度については，“終日臥床”および
“50％以上就床”が透析人口全体の 12.7％を占め，こ
こでも患者年齢の上昇に伴い両者の割合は増加してい
た．生活場所として，透析人口全体の 8.2％が入院，
2.0％が施設入所で，つまり自宅以外の生活場所が全
体の 10.2％を占めており，これら三つの数字は近似
していることから，“認知症” “日常生活活動度” “入院
および施設入所”には強い関連が示唆される．
さらに患者にとっての主たる介護者（配偶者ならび
に同居家族）も高齢化しており，他の慢性疾患と同様
に老々介護が透析医療においても日常化している．
各透析施設においては，重症感染症や心血管イベン
トなどの急性期合併症を併発した透析患者については，
入院もしくは基幹施設への転院のうえ適切な治療が行
われているものと推測される．透析患者は，CKDに
伴う骨ミネラル代謝異常（CKD-MBD）や心血管疾患
（CVD）などの合併症をすでに有しており，長期透析
患者や高齢透析患者に至っては，MIA症候群という
慢性的な病態を呈している者も少なくない3）．ここで
問題となるのは「血液透析以外に積極的な医療を必要
としないが，通院が困難となった慢性期合併症を有す
る患者」，つまり合併症や身体，認知機能の低下によ
り「医療」よりもむしろ「介護」が主となった透析患
者についての対応である．
平成 12年度に，医療分野を切り離して高齢者福祉

を扱うシステムとして介護保険法が施行され，以前で
あれば有床透析施設への社会的入院を余儀なくされて
いた要介護認定透析患者は，介護老人福祉施設（特別
養護老人ホーム），介護老人保健施設，介護療養型医
療施設などへの入所が可能となった．さらに平成 26

年度の診療報酬改定において，すべての一般病床にお
ける特定除外制度の廃止が決定された．このような理
由から，透析患者の社会的入院はおろか，医療を必要
とする透析患者の一般病床への長期入院さえも非常に
困難な状況に置かれることとなった．
透析専門施設としては，積極的な医療を必要としな
い患者の慢性的な入院を回避し，医療と介護の役割分
担という観点からも積極的に介護を主とする施設を活

用したいところである．しかし現実は，診療報酬上の
問題や空床不足，また透析患者は一般の利用者よりも
重篤感が否めない，といった理由により，透析患者の
介護系施設への入所は大変困難な状況にある4）．従来，
暗黙の了解的に許容されてきた透析患者の透析施設へ
の社会的入院，医療的長期入院に代わる新しい受け皿
を発掘するためには，医療と介護の適切な役割分担と
連携が重要であり，新しい地域包括ケアシステムを構
築することが必要とされている．
今回，長崎県透析医会が行ったアンケート調査をも
とに，今後の透析医療における地域連携の理想的な姿
について私見を含めて論じてみたい．

1　長崎県透析医会によるアンケート調査

最初にことわっておくが，各項目の患者総数は一部
の回答の不備，欠落等により必ずしも一致していない．
透析患者を支える地域医療連携の現状を明らかにす
る目的で，長崎県透析医会に所属する全 59施設にア
ンケート用紙を配布し 42施設（71.2％）より回答を
得た．2014年 11月 30日現在の各施設の透析患者を
評価対象患者と定義した．「2013年末わが国の透析療
法の現況」によれば，2013年 12月 31日現在の長崎
県の慢性透析患者数は 3,914名である1）．今回，アン
ケートの対象となった患者数は 3,093名であり，この
数は長崎県内の慢性透析患者の約 8割に相当した．し
たがって，本検討は長崎県の透析医療の現状を反映し
たものであると自負している．本県においては，慢性
透析治療の形態として血液透析が 2,977名（96.2％），
腹膜透析が 116名（3.8％）であり，「2013年末わが国
の透析療法の現況」における報告とほぼ同等の比率で
あった1）．

2　透析患者年齢と生活場所

透析患者年齢では，65歳未満は全体のわずか 37.9

％にすぎず，65～74歳が 30.5％，75～84歳が 24.0％，
85歳以上が 7.6％であった（図 1）．「2013年末わが国
の透析療法の現況」からの報告ではそれぞれ 38.2％，
31.5％，23.7％，6.5％であり1），長崎県においても全
国においても透析患者の高齢化は顕著であった．透析
患者の生活場所は自宅が 80.4％であり，13.2％が入院，
6.4％が施設入所であった（図 2）．
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3　自宅透析患者と入院透析患者の現況

自宅透析患者の 12.7％が独居であった．透析患者
の入院病床には一般病床，療養型病床，回復期リハビ
リテーション病床があり，その割合はそれぞれ 55.3％，
28.9％，15.8％であった（図 3）．一般病床入院患者の
内訳には急性期疾患による者も含まれていることから，
今回の一般病床入院の現況は透析患者の慢性的な入院
を反映するものではないことを付け加えておく．

4　介護保険利用透析患者の状況

介護保険利用透析患者数は 800名で，これは全透析
患者の 25.9％，65歳以上の透析患者の 42.8％に相当
した．介護度区分は要介護 2が 26.9％と最多で，要

介護 1の 21.4％がそれに続いた．介護度の高い要介
護 4，要介護 5を合わせると全体の 13.0％であった
（図 4）．

5　施設入所透析患者の居宅形態

介護老人福祉施設入所が 26.4％と最多で，認知症
対応型共同生活介護（グループホーム）入所が 24.2％
と続いた（図 5）．サービス付き高齢者住宅（サ高住）
への入所については，介護保険適応外であるにもかか
わらず全入所者の 14.0％を占めていた．介護老人保
健施設入所者は 1.1％であった．短期入所生活介護
（ショートステイ）の間歇的長期利用が 6.7％を占め
ていた．「その他」に該当する施設として障がい者支
援施設や有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護，
住宅型有料老人ホーム，健康型有料老人ホーム），小
規模多機能型居宅介護などがあげられた．

6　透析患者の通院手段

透析施設までの通院手段の調査では，血液透析患者
全体（2,977名）の 38.7％にあたる 1,164名の患者が
なんらかの送迎を受けていた．送迎の内訳は，家族に
よる送迎が 37.2％で，介護保険を利用した介護タク
シーによる送迎が 22.8％であった．透析施設による

図 1　年齢別比率
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送迎は 17.3％で，入所施設による送迎は 7.6％であっ
た（図 6）．

7　考　察

厚生労働省は社会保障の今後の展望として，高齢人
口の増加に対応するために入院医療については病床の
機能分化と集約化を，外来医療については機能分化と
介護における地域包括ケアシステムの充実を示してい
る．平成 26年度の診療報酬改定では，在宅療養支援
診療所・支援病院に対する診療報酬の上乗せ，入院医
療における平均在院日数の短縮化や特定除外制度の廃
止などが実施され，医療費削減を目的とした在宅医療
へのシフトが国策として推進されている．これは在宅
医療体制を大幅に拡充する計画であり，介護老人福祉
施設や介護老人保健施設，認知症対応型共同生活介護，
サービス付き高齢者住宅等の施設を増設し，介護・在
宅系の施設で高齢者の受け皿を確保し，医療と介護の
役割分担を明確化し連携を図ろうとするものである．
さて特定除外制度とは，一般病床に 90日を超えて

入院すると，特定入院料という低額の包括点数になら
ざるをえないところを，厚生労働大臣が別に定めた病
態の患者は病棟の平均在院日数の計算から外されると
ともに，出来高請求を継続できるという特例である．
従来，透析患者は特定入院料の除外として取り扱われ
てきた．国は地域包括ケアシステムを構築することで，
高齢化が進行するわが国の医療・介護を支える方針で
ある．しかし，血液透析患者は一般的に週 3回の血液
透析を一生涯にわたり継続しなければならないため，
在宅医療のみでは相容れない環境に置かれており，従
来の地域包括ケアシステムとは別の在宅医療問題とし
て対応される必要がある．現状の介護保険制度におい
ては，通院困難となった血液透析患者に対応するだけ
の受け皿がなく，特定除外制度が廃止されても医療施

設での長期入院を許容せざるをえない実情も存在して
いる5）．
透析患者の社会的入院および長期入院は，診療報酬
の面とは別に様々な問題を抱えている．介護を主目的
とした不必要な入院は患者の自立心や自尊心を妨げ，
筋力や認知機能を低下させる．さらに患者の自己負担
がほとんど発生せず，家族の無関心や介護意欲の低下
を誘い，患者離れを引き起こす可能性もある．そこで
必要となるのが地域包括ケアシステムを活用した医療
と介護，多職種間の新しい連携であろう．介護保険は
市町村が直接住民に行う制度であり地域の大切な資源
である．その財源を浪費することは許されず，医療従
事者はその有効利用を先導する義務を担っている．
近年，透析患者の高齢化と合併症の多様化により，
自宅での日常生活の継続や通院が困難となる例が急増
している．透析患者は病態が多彩で解明し難い不定愁
訴や心血管イベント，感染症などによる急変の可能性
を常に持ち合わせている．また血液透析患者の場合，
週 3回は必ず通院しなければならないという疾患特異
性や，厳しい食事療法や水分制限を必要とするために，
一般の要介護認定者と同一空間に共存しにくいという
側面もある．しかし一方で，透析患者の高齢化と長期
透析患者の増加から，また透析患者の受け皿不足の現
況から，透析医療の現場においてはますます介護の需
要が増加するものと推測される．
今回の検討で明らかになったことは，透析患者の送
迎は，家族や医療機関，介護機関のボランティアで行
われているという現状である．本来，外来患者が自家
用車（本人や家族による運転）や公共の交通機関を用
いて通院することは治療を受ける者として当然の義務
であり，自力での通院は筋力低下や廃用症候群を予防
するうえで重要な意味を持っている．医療や介護が提
供する過剰なサービスは，患者の残された身体機能や
家族の患者に対する係りを後退させる可能性があり再
考が必要と思われる．
また，本来ならば送迎の恩恵を受けるべき介護度の
高い “透析弱者”が，介護タクシー等の有料サービス
の利用を余儀なくされている反面，比較的元気で自力
での通院が可能なはずの透析患者が，施設による通院
送迎サービスを競って享受しているという “送迎パラ
ドックス”も存在している．透析施設の送迎は経済的
な観点からは施設の身を削るボランティアであること

図 6　通院手段
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はいうまでもないが，ひとたびやり方を誤ると “透析
患者様”を作り上げてしまう可能性もあり，その運営
方法については各透析施設のモラルが問われるところ
である．
今後は，一部の地域で行われている比較的健康な透
析患者による通院困難な透析患者の送迎サービス（透
析患者の透析患者による透析患者のための送迎）や，
NPO法人による送迎サービスなど，新たな送迎シス
テムの定着にも期待したい．また現在の介護保険では
介護タクシー料金は保険適応外であり，利用者は多額
の支出を余儀なくされている．“通院等乗降介助”だけ
ではなく，自宅や施設からの介護タクシー料金の一部
を介護保険で補填することができるような新制度の確
立が望まれる．

さいごに

血液透析患者に関しては，週 3回の治療をなんらか
の形で施行されなければならず，どれだけ在宅医療体
制が確立したところで根本の解決にはなりえない．末
期腎不全と国が推し進める在宅医療をリンクさせよう
とするとき，「腹膜透析」が解決の糸口になる可能性
がある．周知のとおり腹膜透析患者においては，施設
血液透析で大きな問題となっている通院の必要性が大
幅に減じ，かかりつけ医による往診での可及的対応も
可能である．
介護度の高い高齢透析患者に対する腹膜透析を取り
巻く地域包括ケアシステムが，長崎県においては宮崎
らを中心に NPO法人長崎在宅 Dr.ネット‡1）のもとで
すでに実践され，成果を上げている6）．これについて
は，主治医，副主治医，訪問看護師，訪問介護士，訪
問理学療法士，ケアマネジャー等による多職種連携や
基幹病院による後方支援が必要であり，まさに地域包
括ケアシステムの活用により実現と継続が可能となっ
ている．今後は，看護師や患者家族以外でも透析液バ
ッグ交換を可能とするような制度上の規制緩和も望ま
れるところである．
末期腎不全と在宅医療を語るとき，「在宅血液透

析」の担うべき新たな役割にも注目したい．日本透析
医会が中心となり，日本透析医学会，腎不全看護学会，
臨床工学技士会，在宅血液研究会からなる委員により
作成した「在宅血液透析管理マニュアル」‡2）によれば，
在宅血液透析とは患者居宅で行う患者自身の自己管理

と自己責任を前提とした透析治療である．在宅血液透
析はごく一部の例外を除けば，現状では治療意欲や活
動性の高い患者のための治療と位置付けることができ
よう．
近年，介護老人福祉施設や介護老人保健施設などの
介護系施設に透析機器を持ち込んで，ADLの低下し
た患者に血液透析を行う非自己管理型の在宅血液透析
が登場している．これは定義としても，診療報酬的に
もグレイゾーンの治療であり，ひとたび間違った方向
へ進めば，日本が世界に誇る透析医療の質の低下を誘
い，医師不在透析を許容する流れさえも煽動しかねな
い7）．しかし，施設血液透析のキャパシティが前述の
透析患者の高齢化，ADLの低下などの理由によりす
でに最終局面を迎えていることは明白な事実である．
末期腎不全と在宅医療を地域包括ケアシステムで賄い
ながら乗り切るためには，医療の質の担保が大前提と
なるものの，非自己管理型在宅血液透析の在り方を再
考したうえで容認するような新たな法の整備や規制緩
和が早急に求められるべきなのかもしれない．
「医療なき介護など存在せず，介護なき医療など存
在しない．」
今後の透析医療においては，介護予防の観点からも，
透析施設の目が行き届きにくい非透析日をカバーすべ
き地域包括ケアシステムの開拓も必要となるであろう．
垣根のない円滑な多職種連携なくして透析医療の未来
はないことを叫びながら，本稿を締め括りたい．
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